
卒業後の進路

2025.01.25放課後等デイサービス 合同保護者会



学校の選択肢

小学校 中学校 高校 高校卒業後

公立
通常学級

公立
通級指導教室

公立
特別支援学級

特別支援
学校

フリースクール

私立学校

公立
通常学級

公立
通級指導教室

公立
特別支援学級

特別支援
学校

フリースクール

私立学校

全日制
公立 / 私立

定時制
公立 / 私立

通信制
公立 / 私立

サポート高
（同時に通信制高校に入学）

高等専門学校

高等専修学校

特別支援学校
高等部

フリースクール

大学 / 大学院

短期大学

専門学校

一般就労

福祉的就労



特別支援学校 高等部とは？

自立を促し、専門性の高い教育を行なう学校

一般企業等への就労を目指して職業訓練中心の学び

入学選考がある（学力検査、面接など）

軽度知的対象の高等部特化の学校も増えてきている

特別支援学校高等部卒業資格

高等学校の教育課程ではないため、高等学校卒業資格ではない

職業技術科 知的障害（軽度） 「専門的職業教育」

職業開発科 知的障害（軽度から中度） 「基礎的職業教育」

普通科 知的障害（中度から重度） 「職業準備教育」

出典：東京都福祉保健局 推進協議会第5回専門部会 H29.22.6 資料⑦
東京都教育委員会「都立高等学校、中等教育学校（後期課程）の授業料及び特別支援学校高等部の授業料について」
「令和3年度入学者東京都都立知的障害特別支援学校こう」



特別支援学校 高等部とは？

東京都立知的障害特別支援学校高等部

永福学園（杉並区）

南大沢学園（八王子）

青峰学園（青梅市）

志村学園（板橋区）

水元小合学園（葛飾区）

職業技術科

東久留米特別支援学校（東久留米市）

青鳥特別支援学校（世田谷区）

練馬特別支援学校（練馬区）

八王子南特別支援学校（八王子市）

港特別支援学校（港区）

足立特別支援学校（足立区）

江東特別支援学校（江東区）

職業開発科



特別支援学校高等部を卒業後の進路

就職者な

ど

33％

就労系支援事業

36％

社会福祉施設等
入所・通所

24％

公共職業能力開
発

施設など
1％

その他
5％

進学 0.6％

知的障害
令和4年度卒業生

18,489名

出典：厚生労働省「令和4年度 初等中等教育機関・専修学校・各種学校≪報告書掲載集計≫卒業後の状況調査 特別支援学校（高等部）」



どんなことができると就労につながりやすいのか

学歴？

IQ？

学力？



どんなことができると就労につながりやすいのか

7歳の社会性
１８歳の就労時

世の中で生きていける力がどれだけあるか



どんなことができると就労につながりやすいのか

ひとりで通学

ひとりで学校への準備

提出物を出す

係活動への参加



卒業後の進路：就労と居場所

企業の就労 福祉サービス

障害者雇用

就労継続支援
A型

就労移行支援

就労継続支援
B型

就労定着支援

生活介護
自立訓練
（生活介護）



就労の選択肢

一般就労

一般雇用

障害者手帳の有無は問われない

正社員    ：32.8万円/月

非正規社員 ：22.1万円/月

障害者雇用

障害者手帳が必須

特性に合わせて労働条件

労働時間などの配慮が受けやすい

身体障害者 ：23.5万円/月

知的障害者 ：13.7万円/月

精神障害者 ：14.9万円/月

発達障害者 ：13.0万円/月

出典：厚生労働省「令和4年賃金構造基本統計調査 結果の概要」「令和5年度障害者雇用実態調査結果報告書」



就労移行支援

対象者：企業等への就労を希望するもの

職業訓練、職業活動支援、定着支援が受けられる

標準利用期間：2年間（必要性が認められた場合に限り、最大1年間の更新可能）

障害者手帳は必須ではない（受給者証が必要）



就労継続支援（A型・B型）

福祉的就労

就労継続支援
A型

働く場の提供と能力向上のための訓練

施設と雇用契約を結ぶ（最低賃金の保障）

平均賃金 ： 81,645 円/月（令和3年度）

就労継続支援
B型

働くことを通して生活活動の能力向上

施設と雇用契約を結ばない

平均工賃 ： 16,507 円/月（令和3年度）



就労継続支援A型の実情

身体

16.8％

知的

34.5％

精神

47.8％
令和2年
利用者

75,482人

清掃、事務作業

農作業

部品製造、加工など

ホールスタッフ

クリーニング

出典：事業所数：厚生労働省「令和２年社会福祉施設等調査の概況（障害福祉サービス等事業所・障害児通所支援等事業所の状況）」



就労継続支援B型の実情

身体

12.3％

知的

51.5％

精神

36.0％
令和元年
利用者

267,909
人

出典：厚生労働省「就労継続支援に係る報酬・基準について（障害福祉サービス等報酬改定検討チーム）」



就労定着支援

就職後も一定期間（最大3年）安定就労に向け支援を受けることができる

就労定着

支援

・就労移行支援

・就労継続支援

A型・B型

・自立訓練 など

就労系障害福祉サービスを利用して

一般就労された方が対象

〈支援内容〉

企業・自宅などへの訪問や障害者の来所により、生活リズム、家計や体調の管理などに関する課

題解決に向け、必要な連絡調整や指導・助言などの支援を実施

出典：厚生労働省「就労定着支援にかかる報酬・基準について≪論点等≫



就労支援をするその他の施設 （受給者証不要）

障害者就業
・

生活支援センター

地域若者
サポートス
テーション

地域障害者
職業センター

ハローワーク
専門援助部門



自立訓練（生活訓練）

〈支援内容〉

1.自立した日常生活を営むための訓練

2.地域のルール・マナーなどに関する相談、助言

3.その他の必要な支援

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定期間の訓練が

必要な知的障害児など

例）特別支援学校を卒業し、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などを

目的とした訓練が必要な者等

対象

原則
2年

出典：厚生労働省「障害福祉サービスについて」、障害福祉情報サービスかながわ「生活訓練」、
国立障害者リハビリテーションセンター「利用料（利用者負担）について」



福祉型カレッジ

知的障害のある方の高等教育機会（18歳以上）

自立訓練

（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援B型

OR



就労するためのスキル

就労準備性とは？

業務処理能力、作業速度、持続力、正確性、創意工夫など

ビジネスマナー、報告・連絡・相談、規則の厳守など

コミュニケーション、協調性など

規則正しい生活、地域生活など

障害の理解、健康維持
（服薬・栄養管理）

職業適性

基本的

労働習慣

対人スキル

日常生活管理

健康管理
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